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    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ４．第65期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第65期

第２四半期連結
累計期間 

第65期
第２四半期連結

会計期間 
第64期

会計期間 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成20年
１月１日 

至平成20年 
12月31日 

売上高（百万円）  76,308  40,691  158,285

経常利益又は経常損失（△）（百

万円） 
 1,064  1,591  △4,553

四半期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
 733  1,494  △6,271

純資産額（百万円） －  46,186  44,274

総資産額（百万円） －  99,302  104,059

１株当たり純資産額（円） －  988.38  947.19

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり当期純損失（△）（円） 
 15.69  31.99  △134.26

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％） －  46.5  42.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,767 －  3,849

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,086 －  △7,388

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 2,472 －  8,199

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－  8,003  8,186

従業員数（人） －  1,576  1,498
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   当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社における異動はありません。  

  

  当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（社員及び契約社員）であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日7.5時間換算）で

あります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（社員及び契約社員）であり、子会社への出向社員（ 名）は含んでおりません。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日7.5時間換算）であり

ます。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,576 ( ) 1,611

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 808 ( ) 66

83
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  当第２四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

    当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

    また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

   当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

第２【事業の状況】

１【仕入実績】

事業の種類別セグメントの名称 金 額（百万円）

通信販売事業  16,733

その他の事業  813

合  計  17,546

２【販売実績】

事業の種類別セグメントの名称 金 額（百万円）

通信販売事業  36,181

その他の事業  4,510

合  計  40,691

３【事業等のリスク】

４【経営上の重要な契約等】
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  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。 

  

(1)  業績    

     当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日～平成21年６月30日）におけるわが国経済は、定額給付金の支

給やグリーン家電の購入に係るエコポイント付与等の国の経済対策のほか、生産や株価において一部回復の兆し

もあり、景気悪化に歯止めがかかる動きが少し見られるものの、依然として家計消費支出や有効求人倍率は実質

悪化しており、景況感の回復は不透明であります。そのため個人消費の回復にはなお時間を要するものと考えら

れます。小売業界におきましては、今期以降も、夏季ボーナスの減少や厳しい雇用情勢の継続が見込まれること

から、買い控えや低単価品へシフトするなど消費マインドの冷え込みは続き、依然として厳しい状況にありま

す。 

    このような環境下、当社グループは、平成22年を最終年度とする中期経営計画の２年目として目標達成に向け

グループ一丸となって取り組んでおります。 

    当第２四半期連結会計期間につきましては、通信販売事業のインターネット売上拡大施策の推進によりインタ

ーネット売上高は対前年同期比で伸びましたが、節約志向の高まりによる買い控え傾向の拡大や低価格志向の強

まりによる通信販売業界及び専門店などの競争激化により、ほぼカタログ全媒体におきまして当初予想を下回り

ました。一方で、販売費及び一般管理費は、荷分れ率改善による運賃及び荷造費の減少、及び部数・頁数削減に

よるカタログ印刷費の減少等により、当初予想よりも減少いたしました。 

    この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は406億91百万円となり、営業利益は14億85百万円、経常利益は

15億91百万円、四半期純利益は14億94百万円となりました。 

  

   セグメント別の概況 

   （通信販売事業） 

    カタログ事業と頒布会事業を合わせた通信販売事業の当第２四半期連結会計期間の売上高は、カタログ事業は

消費の冷え込みを受け、頒布会事業は会員数減少となった結果、361億81百万円となりました。また、営業利益は

12億26百万円となりました。 

  

  ① カタログ事業 

    カタログ事業では、現状でも売上の50％以上がインターネットからの受注になっておりますが、カタログから

インターネットへの移行を進めております。今後もアフィリエイトやＳＥＯ対策などで、インターネットでの受

注向上に力を入れてまいります。当第２四半期連結会計期間の売上高は333億９百万円となりました。 

  ② 頒布会事業 

 頒布会事業では、新規顧客獲得のため、職域設置ＢＯＸ（ちょこたべＢＯＸ）事業利用者への頒布会の紹介を

行っております。当第２四半期連結会計期間の売上高は28億72百万円となりました。 

  

   （その他の事業） 

    旅行・クレジットなどを主とするサービス事業と店舗事業及びペット事業、法人向けの商品・サービスを提供

する法人事業、ウェディング事業を合わせた、その他の事業の当第２四半期連結会計期間の売上高は、45億10百

万円となりました。また営業利益は、２億19百万円となりました。 

  

(2)  財政状態 

   当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて47億56百万円減少し、993億２百万

円となりました。 

    流動資産は、前連結会計年度末に比べ42億88百万円減少し、457億10百万円となりました。これは、商品及び製

品が17億10百万円、未収入金が16億43百万円、その他が10億42百万円減少したことが主な要因であります。ま

た、固定資産は、有形固定資産が16百万円、無形固定資産が73百万円、投資その他の資産が３億77百万円減少し

たことにより前連結会計年度末に比べ４億68百万円減少し、535億92百万円となりました。 

    流動負債は、前連結会計年度末に比べ157億３百万円減少し、384億49百万円となりました。これは、為替予約

が70億95百万円、短期借入金が70億34百万円、その他が15億37百万円減少したことが主な要因であります。固定

負債は、前連結会計年度末に比べ90億34百万円増加し、146億66百万円となりました。これは、長期借入金が51億

３百万円、社債が42億67百万円それぞれ増加したことが主な要因であります。 

    純資産は、前連結会計年度末に比べ19億12百万円増加し、461億86百万円となりました。これは繰延ヘッジ損益

が10億６百万円、その他有価証券評価差額金が５億78百万円、利益剰余金が３億12百万円増加したことが主な要

因であります。この結果、自己資本比率は46.5%となりました。  

５【財政状態及び経営成績の分析】
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(3)  キャッシュ・フロー 

   当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は80億３百万円となり、前四半期連結会計期

間末と比較して23億91百万円の増加となりました。 

    「営業活動によるキャッシュ・フロー」は40億30百万円の収入となりました。主なプラス要因は、税金等調整

前四半期純利益18億13百万円、たな卸資産の減少額15億36百万円、その他の流動資産の減少額10億69百万円であ

り、主なマイナス要因は、仕入債務の減少額16億81百万円であります。 

    「投資活動によるキャッシュ・フロー」は５億41百万円の支出となりました。主なプラス要因は、定期預金の

払戻による収入２億円であり、主なマイナス要因は、有形固定資産の取得による支出６億11百万円、無形固定資

産の取得による支出１億76百万円であります。 

    「財務活動によるキャッシュ・フロー」は10億93百万円の支出となりました。主な要因は、長期借入金の返済

による支出10億33百万円であります。 

  

(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題 

    当第２四半期連結会計期間末において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

   

   なお、当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等 

は次のとおりであります。  

  

 Ⅰ. 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

    当社は、株式の大量の買付けであっても、当社の企業価値の向上・株主の皆様の共同の利益に資するものであ

れば、これを否定するものではありません。また、会社の支配権の移転を伴うような大量の株式の買付提案に応

じるか否かの判断は、最終的には株主の皆様の総意に基づき行われるべきものであります。 

    しかし、株式の大量の買付行為の中には、特定の資産や技術のみを買収の対象とするなど、その目的等から見

て企業価値・株主の共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれ

のあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付行為について検討し、あるいは対象会社の取締役会が

代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条

件をもたらすために買付者との交渉を必要とするものなど、対象会社の企業価値の向上・株主の共同の利益に資

さないものも少なくありません。 

    当社は、このような不適切な株式の大量買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

として適当ではなく、このような者による大量買付行為に対しては必要かつ相当な手段を採ることにより、当社

の企業価値の向上ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 

  

 Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組み 

   当社は、企業価値の向上を実現するため、前「中期経営計画」に引続き、平成20年１月から平成22年12月まで

の３年間を計画期間とする新たな「中期経営計画」を策定し実行しております。当社は、この「中期経営計画」

を着実に実行することが当社の企業価値を向上させ、ひいては株主の皆様のご期待に応えるところであると確信

しております。 

  

 Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み 

  当社取締役会は、当社株式に対する大量買付行為が行われる場合に、買付者及び買付提案者（以下、併せて

「買付者等」といいます。）に対して事前に当該買付行為に関する情報提供を求め、これにより買付けに応じる

べきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保す

ること、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に反する大量買付を抑止するための枠組みが必要不可欠であると考えています。 
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   当社は、これまでも、平成19年３月29日開催の第62期定時株主総会において、有効期間を平成19年12月期の事

業年度に係る定時株主総会の終結の時までとする平時の買収防衛策として「当社株式の大量買付行為に関する対

応策」（以下「前プラン」といいます。）を導入いたしておりましたが、その後の買収防衛策をめぐる諸々の動

向を踏まえ、当社における平時の買収防衛策のあり方につき、その後も検討を進めてまいりました。その結果、

平成20年３月28日開催の第63期定時株主総会において、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益の確保・向上

のための取組みとして、当社に対する濫用的な買収等を未然に防止するため、前プランを一部改訂し、継続する

ことを株主の皆様にご承認いただきました（以下、改訂後のプランを「本プラン」といいます。） 

  

 Ⅳ．上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由 

    1．基本方針の実現に資する特別な取組み（上記Ⅱ．の取組み）について 

     上記Ⅱ．に記載した各取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための 

方策として策定されたものであり、基本方針の実現に資するものです。 

     したがって、これらの各取組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の

会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

    2．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み（上記Ⅲ．の取組み）について 

  

 (ア)  本プランが基本方針に沿うものであること 

     本プランは、当社株式に対する大量買付行為が行われる場合に、買付者等に対して事前に当該買付行為に関

する情報提供を求め、これにより買付けに応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が

代替案を提案するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を

可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に

沿うものです。 

  

 (イ)  当該取組みが株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもの

ではないこと 

    基本方針に照らして不適切な者による支配を防止するための取組みは、①経済産業省及び法務省が平成17年

５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」を完全に

充足していること、②株主総会において、所定の定款変更を行い、定款の定めに基づき、株主の皆様のご承認

をいただくことを条件として継続され、かつ、いわゆるサンセット条項が設けられているなど株主の皆様の意

思を重視するものであること、③特別委員会を設置していること、④デッドハンド型買収防衛策ではないこと

などから、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではないと考えています。 

  

(5) 研究開発活動 

   当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億34百万円であります。 

   なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

   

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

   

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

       該当事項はありません。 

  該当事項はありません。  

   

   

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  180,000,000

計  180,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  47,630,393  47,630,393

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。 

計  47,630,393  47,630,393 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

 平成21年４月１日～ 

平成21年６月30日  
      －  47,630        －  20,359           －  19,864
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 （注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４Ｇ）の所有株式数は、信託業務に係る株式でありま

す。 

２．当社の自己株式として、 株を保有しております。 

  

（５）【大株主の状況】

  平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ブレストシーブ 大阪府茨木市西駅前町５番10号  3,650  7.66

日興プリンシパル・インベストメン

ツ株式会社 
東京都千代田区丸の内２丁目７番３号  3,400  7.14

凸版印刷株式会社 東京都台東区台東１丁目５番１号  1,838  3.86

有限会社左右山 兵庫県宝塚市宝梅１丁目５番12号  1,792  3.76

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口４Ｇ） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  1,670  3.51

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号  1,665  3.50

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１番１号  1,509  3.17

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号  1,319  2.77

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号  988  2.07

千趣会グループ従業員持株会 大阪府大阪市北区同心１丁目８番９号  858  1.80

計 －  18,692  39.25

918,677
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①【発行済株式】 

 平成21年６月30日現在

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 株（議決権の数 個）含まれて

おります。  

   

②【自己株式等】 

   

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

   前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  

役員の異動  

  

（６）【議決権の状況】

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株式） 

普通株式     918,600
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  46,666,200  466,662 同上 

単元未満株式 普通株式     45,593 － 
一単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数         47,630,393 － － 

総株主の議決権 －  466,662 － 

1,000 10

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

 株式会社千趣会 
大阪市北区同心１丁目８

番９号 
 918,600  －  918,600  1.93

計 －  918,600  －  918,600  1.93

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
１月 

平成21年 
２月 

平成21年
３月 

平成21年
４月 

平成21年
５月 

平成21年
６月 

最高（円）  703  630  752  738  652  679

最低（円）  593  524  587  607  620  626

３【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 

東京事業本部長、 

㈱ペットファース

ト代表取締役社長 

取締役 東京事業本部長 星野 裕幸 平成21年７月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号) 附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改

正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,781 7,670

受取手形及び売掛金 11,211 10,888

有価証券 223 524

商品及び製品 14,689 16,400

原材料及び貯蔵品 98 97

未収入金 6,385 8,028

その他 5,662 6,705

貸倒引当金 △341 △316

流動資産合計 45,710 49,998

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 14,837 15,059

土地 11,168 11,168

その他（純額） 2,513 2,308

有形固定資産合計 ※1  28,519 ※1  28,536

無形固定資産   

のれん 2,885 2,963

その他 2,505 2,502

無形固定資産合計 5,391 5,465

投資その他の資産   

投資有価証券 11,894 11,368

その他 7,928 8,893

貸倒引当金 △142 △203

投資その他の資産合計 19,680 20,058

固定資産合計 53,592 54,060

資産合計 99,302 104,059
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,144 8,527

短期借入金 2,923 9,957

1年内償還予定の社債 766 66

ファクタリング未払金 16,256 15,789

未払法人税等 325 194

販売促進引当金 393 346

為替予約 2,692 9,788

その他 7,946 9,484

流動負債合計 38,449 54,153

固定負債   

社債 4,435 168

長期借入金 9,215 4,112

退職給付引当金 52 45

その他 963 1,305

固定負債合計 14,666 5,631

負債合計 53,115 59,784

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,359 20,359

資本剰余金 21,038 21,038

利益剰余金 14,376 14,064

自己株式 △632 △631

株主資本合計 55,142 54,830

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △733 △1,312

繰延ヘッジ損益 △1,031 △2,038

土地再評価差額金 △7,103 △7,103

為替換算調整勘定 △104 △130

評価・換算差額等合計 △8,973 △10,584

少数株主持分 17 29

純資産合計 46,186 44,274

負債純資産合計 99,302 104,059
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 76,308

売上原価 40,510

売上総利益 35,797

販売費及び一般管理費 ※1  36,272

営業損失（△） △474

営業外収益  

受取利息 58

受取配当金 93

複合金融商品評価益 61

為替差益 1,531

その他 173

営業外収益合計 1,917

営業外費用  

支払利息 150

持分法による投資損失 34

社債発行費 127

その他 65

営業外費用合計 378

経常利益 1,064

特別損失  

固定資産除売却損 16

投資有価証券評価損 43

減損損失 54

特別損失合計 114

税金等調整前四半期純利益 949

法人税等 ※2  252

少数株主損失（△） △35

四半期純利益 733
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 40,691

売上原価 20,701

売上総利益 19,989

販売費及び一般管理費 ※1  18,504

営業利益 1,485

営業外収益  

受取利息 27

受取配当金 91

複合金融商品評価益 199

その他 117

営業外収益合計 435

営業外費用  

支払利息 87

持分法による投資損失 16

為替差損 201

その他 24

営業外費用合計 329

経常利益 1,591

特別利益  

投資有価証券評価損戻入額 287

特別利益合計 287

特別損失  

固定資産除売却損 10

減損損失 54

特別損失合計 65

税金等調整前四半期純利益 1,813

法人税等 ※2  307

少数株主利益 11

四半期純利益 1,494
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 949

減価償却費 1,227

減損損失 54

貸倒引当金の増減額（△は減少） △35

販売促進引当金の増減額（△は減少） 47

受取利息及び受取配当金 △151

支払利息 150

為替差損益（△は益） △1,573

持分法による投資損益（△は益） 34

複合金融商品評価損益（△は益） △61

社債発行費 127

固定資産除売却損益（△は益） 16

投資有価証券評価損益（△は益） 43

売上債権の増減額（△は増加） △295

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,732

その他の流動資産の増減額（△は増加） 2,370

仕入債務の増減額（△は減少） △1,395

未払消費税等の増減額（△は減少） 3

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,129

その他 △278

小計 1,837

利息及び配当金の受取額 180

利息の支払額 △100

デリバティブ解約による支出 △3,760

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 75

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,767

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △925

無形固定資産の取得による支出 △340

投資有価証券の取得による支出 △25

定期預金の払戻による収入 200

子会社株式の取得による支出 △65

その他 69

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,086
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △8,000

長期借入れによる収入 7,184

長期借入金の返済による支出 △1,130

社債の発行による収入 4,872

社債の償還による支出 △33

自己株式の取得による支出 △0

自己株式の売却による収入 0

配当金の支払額 △420

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,472

現金及び現金同等物に係る換算差額 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △378

現金及び現金同等物の期首残高 8,186

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 195

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  8,003
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

(1)連結の範囲の変更  

    第１四半期連結会計期間より、持分法適用非連結子会社であった上海千趣商貿有

限公司は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。 

    ㈱千趣会リテイリングサービスは、新規に設立し、連結子会社に含めておりま

す。 

   ㈱フューチャーコンパスは、平成20年12月に清算結了したため、連結の範囲から

除いております。 

(2)変更後の連結子会社の数 

  14社  

２．持分法の適用に関する事

項の変更 

(1)持分法適用非連結子会社の変更 

   第１四半期連結会計期間より、上海千趣商貿有限公司は重要性が増したため、連

結の範囲に含め、持分法適用非連結子会社から除外しております。  

(2)変更後の持分法適用非連結子会社の数 

  ３社 

３．会計処理基準に関する事

項の変更 

(1)「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用  

    通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として月別総平均法

による低価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)が適用されたことに伴い、主として月

別総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しております。 

    この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ10億48百万円減少してお

ります。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

   第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号)を適用しております。 

    これによる損益に与える影響はありません。 

(3)「リース取引に関する会計基準」等の適用 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企

業会計基準第13号) 及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第16号）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連

結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会

計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によって

おります。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価

償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。 

    なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。   

    これによる損益に与える影響はありません。 
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

  当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。  

２．固定資産の減価償却費の

算定方法  

  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。 

３．繰延税金資産の回収可能

性の判断 

 

   繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計

年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によ

っております。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

税金費用の計算   税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて

税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用

する方法によっております。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しており

ます。 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社及び国内連結子会社の機械装置等の耐用年数については、第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契

機として見直しを行い、改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

（役員退職慰労金制度の廃止） 

  当社は、平成21年１月29日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度の廃止を決議するとともに、平成21年３

月27日開催の定時株主総会において、役員の退任時に退職慰労金制度廃止日までの在任期間に応じた退職慰労金を打

ち切り支給することが決議されました。なお、連結子会社についても、役員退職慰労金制度を廃止しております。こ

れに伴い、役員退職慰労引当金残高を取崩し、第１四半期連結会計期間末より未支給の金額を流動負債の「その他」

に計上しております。  
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

 ２ 偶発債務  

    銀行借入金に対する保証    

33,258 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

 ２ 偶発債務  

    銀行借入金に対する保証    

32,395

従業員住宅ローン利用者 28百万円 従業員住宅ローン利用者 30百万円

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２ 「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。  

 運賃及び荷造費 百万円4,560

 販売促進費    12,101

 販売促進引当金繰入額         390

 貸倒引当金繰入額        152

 給与及び手当      5,809

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２ 「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。 

 運賃及び荷造費 百万円2,375

 販売促進費    6,367

 販売促進引当金繰入額         16

 貸倒引当金繰入額       95

 給与及び手当     2,946
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式    株  

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。   

  

４．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額  

      

 （2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

  

  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成21年６月30日現在） 

  

 現金及び預金勘定     百万円 7,781

 有価証券勘定       223

 現金同等物以外の有価証券       △1

 現金及び現金同等物      8,003

（株主資本等関係）

47,630,393

918,677

 （決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月27日 

定時株主総会 
普通株式  420 ９ 平成20年12月31日 平成21年３月30日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年７月30日 

取締役会 
普通株式 280 ６  平成21年６月30日  平成21年９月１日 利益剰余金 
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当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．事業区分の主要な内容 

(1）通信販売事業   カタログ事業、頒布会事業 

(2）その他の事業   商品販売業、サービス業、運送業 

   

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．事業区分の主要な内容 

(1）通信販売事業   カタログ事業、頒布会事業 

(2）その他の事業   商品販売業、サービス業、運送業 

３．会計方針の変更   

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が「通信販売事業」で10億

48百万円減少しております。      

   この変更による「その他の事業」に与える影響はありません。  

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90%を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

   

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
通信販売事業
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  36,181  4,510  40,691  －  40,691

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 390  326  716 ( ) 716  －

計  36,571  4,836  41,407 ( ) 716  40,691

営業利益  1,226  219  1,445  39  1,485

  
通信販売事業
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  68,396  7,911  76,308  －  76,308

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 684  715  1,399 ( ) 1,399  －

計  69,080  8,627  77,708 ( ) 1,399  76,308

営業利益（△は営業損失）  △453  △63  △516  42  △474

【所在地別セグメント情報】
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当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 海外売上高の合計が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日） 

    その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 取得原価には、減損処理後の金額を記載しております。なお、減損処理金額は 百万円であります。 

         

  当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日） 

   対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会

計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。  

 （注）１．時価の算定方法 

為替予約取引……先物為替相場によっております。 

通貨スワップ取引……主たる取引先金融機関から提示された価格によっております。 

２．通貨スワップ取引の契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、または計算上の想

定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 

３．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いております。 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

該当事項はありません。  

  

    当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

    該当事項はありません。 

   

【海外売上高】

（有価証券関係）

  取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円）

(1）株式  4,312  4,217  △94

(2）債券       

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  4,800  3,039  △1,760

(3）その他  704  484  △219

合計  9,816  7,742  △2,073
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（デリバティブ取引関係）

取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

為替予約取引       

買建       

米ドル  5,223  5,065  △158

通貨スワップ取引       

受取米ドル・支払日本円  2,016  △798  △798

合計  7,239  4,267  △956

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益等 

 （注） １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

１株当たり純資産額 988.38円 １株当たり純資産額 947.19円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 15.69円

同左 

１株当たり四半期純利益 31.99円

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益           

四半期純利益（百万円）  733  1,494

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  733  1,494

期中平均株式数（千株）  46,712  46,711
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当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

前連結会計年度末に比べ著しい変動が認められませんので、リース取引関係の注記を省略しております。 

  

  平成21年７月30日開催の取締役会において、第65期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

 当社は、平成21年７月30日開催の取締役会において、会

社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式の取得を決議し、当該決

議に基づき実施いたしました。 

 (1) 自己株式取得に関する取締役会の決議内容  

  ①取得する株式の種類  当社普通株式  

  ②取得する株式の総数  3,400,000株（上限） 

  （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合

7.28％） 

  ③取得日  平成21年７月31日 

  ④株式の取得価額の総額 2,142,000,000円（上限） 

  ⑤取得の方法 

    東京証券取引所の自己株式立会外買付取引

（ToSTNet-3）による取得  

 (2) その他 

    上記、自己株式立会外買付取引による買付けの結果、

当社普通株式3,400,000株（取得価額2,142,000,000円）

を取得いたしました。   

（リース取引関係）

２【その他】

中間配当金の総額 280百万円 

１株当たりの配当金 ６円00銭 
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月12日

株式会社千趣会 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 清水 万里夫  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 和田林 一毅  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社千趣会

の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社千趣会及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年７月30日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を行

った。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

   

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途

保管しています。 

        ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 


